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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第77期

第２四半期連結
累計期間

第78期
第２四半期連結
累計期間

第77期

会計期間
自　2017年４月１日
至　2017年９月30日

自　2018年４月１日
至　2018年９月30日

自　2017年４月１日
至　2018年３月31日

売上高 （百万円） 153,834 170,081 339,368

経常利益 （百万円） 16,482 15,306 41,329

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 10,666 9,585 28,507

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 15,754 9,856 34,933

純資産額 （百万円） 153,647 175,524 170,880

総資産額 （百万円） 319,937 393,760 365,874

１株当たり四半期（当期）

純利益
（円） 227.20 205.46 608.62

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益
（円） － 198.77 －

自己資本比率 （％） 48.0 44.6 46.7

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 18,437 △7,999 28,878

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △2,991 △11,922 △11,230

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △7,254 20,318 △11,512

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 53,355 51,894 50,817

 

回次
第77期

第２四半期連結
会計期間

第78期
第２四半期連結
会計期間

会計期間
自　2017年７月１日
至　2017年９月30日

自　2018年７月１日
至　2018年９月30日

１株当たり四半期純利益 （円） 117.57 129.02

　（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　　　　２　売上高には消費税等は含まれておりません。

　　　　３　前第２四半期連結累計期間および前連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　　　４　当社は、取締役等を対象とする業績連動型株式報酬制度を導入し、株主資本において自己株式として計上さ

れている信託に残存する当社の株式については、１株当たり四半期（当期）純利益および潜在株式調整後１

株当たり四半期（当期）純利益の算定上、普通株式の期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含

めております。

　　　　５　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、前第２四半期連結累計期間および前連結会計年度に係る主要な経営

指標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、

重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証

券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(１)財政状態及び経営成績の状況

　当第２四半期連結累計期間（2018年４月１日～2018年９月30日）における世界経済は、通商問題の動向や新興国

経済の下振れリスクにより、先行きの不透明感が高まったものの、景気は緩やかな回復が続きました。米国では所

得減税の効果もあり、個人消費や設備投資が増加するなど、景気の回復が続きました。欧州では個人消費の拡大な

どにより、緩やかながらも景気回復が続きました。また、中国では経済政策の効果もあり、景気は底堅く推移しま

した。わが国経済におきましては、個人消費や設備投資が持ち直すなど、景気は緩やかな回復が続きました。

　当社グループを取り巻く事業環境は、半導体業界では、ファウンドリーにおける量産投資は減少しているもの

の、データセンターの処理量増加に伴うメモリー需要の増加に伴い、メモリーメーカーにおける設備投資が拡大し

ました。また、ロジックメーカーにおいても、好調なサーバー向け需要を背景に積極的な設備投資が継続しまし

た。ＦＰＤ業界では、テレビ用ディスプレーの大型化・高精細化に伴い、大型液晶パネル向け投資が高水準で行わ

れたことに加え、スマートフォン用の中小型ディスプレー向け投資も活発に行われました。

このような状況の中、当第２四半期連結累計期間の財政状態および経営成績は以下のとおりとなりました。

 

a. 財政状態

　当第２四半期連結会計期間末の資産合計は、売上債権が減少した一方で、たな卸資産の増加や有形固定資産の増

加などにより、前連結会計年度末に比べ278億8千6百万円（7.6％）増加し、3,937億6千万円となりました。

　負債合計は、転換社債型新株予約権付社債の発行などにより、前連結会計年度末に比べ232億4千2百万円

（11.9％）増加し、2,182億3千6百万円となりました。

　純資産合計は、配当金の支払いやその他有価証券評価差額金の減少の一方で、親会社株主に帰属する四半期純利

益を計上したことや円安に伴う為替換算調整勘定の増加などにより、前連結会計年度末に比べ46億4千3百万円

（2.7％）増加し、1,755億2千4百万円となりました。

　以上の結果、当第２四半期連結会計期間末の自己資本比率は、44.6％となりました。

　なお、「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を第１四半

期連結会計期間の期首から適用しており、財政状態については遡及処理後の前連結会計年度末の数値で比較を行っ

ております。

 

b. 経営成績

　当第２四半期連結累計期間における当社グループの業績につきましては、売上高は1,700億8千1百万円と前年同

期に比べ、162億4千6百万円増加しました。しかしながら、利益面につきましては、主に半導体製造装置事業にお

いて、変動費率の上昇や海外拠点の強化・増産対応に伴う人件費等の固定費増加などにより、前年同期に比べ、営

業利益は17億2千9百万円減少の151億8千8百万円、経常利益は11億7千6百万円減少の153億6百万円となりました。

親会社株主に帰属する四半期純利益は10億8千万円減少し95億8千5百万円となりました。

 

　セグメント別の経営成績は、次のとおりであります。

 

（半導体製造装置事業：ＳＥ）

　半導体製造装置事業では、前年同期に比べ、ファウンドリー向けの売上は減少したものの、メモリー向けの売上

が増加するとともに、ロジック向けも堅調に推移しました。製品別では、バッチ式洗浄装置や枚葉式洗浄装置の売

上が増加しました。地域別では、台湾向けの売上は減少しましたが、中国向けや国内向けの売上が増加しました。

その結果、当セグメントの売上高は1,128億8千2百万円（前年同期比13.1％増）となりました。営業利益は、自然

災害の影響を受けた調達の一時的な混乱によるコスト改善活動の遅れに伴う変動費率の上昇や売上拡大に伴う人件

費等の固定費増加などにより、116億8百万円（前年同期比20.2％減）となりました。
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（グラフィックアーツ機器事業：ＧＡ）

　グラフィックアーツ機器事業では、海外におけるＰＯＤ装置の売上やインクなどのポストセールスの売上が増加

したものの、国内向け売上が減少したことにより、当セグメントの売上高は、238億7千8百万円（前年同期比3.7％

減）となりました。営業利益は、売上の減少や人件費等の固定費増加などにより、4億4千6百万円（前年同期比

65.0％減）となりました。

 

（ディスプレー製造装置および成膜装置事業：ＦＴ）

　ディスプレー製造装置および成膜装置事業では、中国や台湾向けの大型パネル用製造装置や中国向けの中小型

ディスプレー用製造装置の売上が増加しました。その結果、当セグメントの売上高は254億1千9百万円（前年同期

比11.1％増）となりました。営業利益は、売上の増加などにより、28億4千9百万円（前年同期比52.6％増）となり

ました。

 

（プリント基板関連機器事業：ＰＥ）

　プリント基板関連機器事業では、台湾を中心に直接描画装置の売上が増加したなどにより、当セグメントの売上

高は71億6千9百万円（前年同期比24.1％増）となりました。営業利益は、売上の増加などにより、10億6千5百万円

（前年同期比170.8％増）となりました。

 

（その他事業）

　その他事業の外部顧客への売上高は7億6千8百万円となりました。

 

(２)キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ、10億7千7百万円増加し

518億9千4百万円となりました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

　営業活動によるキャッシュ・フローは、たな卸資産の増加、法人税等の支払いなどの支出項目が、税金等調整前

四半期純利益、売上債権の減少などの収入項目を上回ったことから、79億9千9百万円の支出（前年同期は184億3千

7百万円の収入）となりました。

 

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

　投資活動によるキャッシュ・フローは、研究開発設備等の有形固定資産を取得したことなどにより119億2千2百

万円の支出（前年同期は29億9千1百万円の支出）となりました。

 

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

　財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払いの一方で、転換社債型新株予約権付社債の発行などによ

り、203億1千8百万円の収入（前年同期は72億5千4百万円の支出）となりました。

 

(３)研究開発活動

当第２四半期連結累計期間は研究開発費として108億2千9百万円を投入いたしました。

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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(４)主要な設備

当第２四半期連結累計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却はありません。

なお、前連結会計年度末において計画中であった重要な設備の新設、改修計画についての経過は次のとおりであ

ります。

会社名
事業所名

（所在地）

セグメントの

名称
設備の内容

投資予定額

（百万円）

着工および

完了予定 完成後の

増加能力
総額 既支払額

着工

年月

完了

年月

提出会社および

㈱SCREENセミコンダク

ターソリューションズ

彦根事業所

（滋賀県彦根市）

全社（共通）

ＳＥ

半導体製造装置生産

工場新設
5,632 2,219

2018年

２月

2018年

12月
50％

提出会社および

㈱SCREENセミコンダク

ターソリューションズ

多賀事業所

（滋賀県犬上郡）

彦根事業所

（滋賀県彦根市）

全社（共通）

ＳＥ

既存設備の能力増強

および耐震補強等
2,906 1,494

提出会社
彦根事業所

（滋賀県彦根市）
全社（共通）

ディスプレー製造装

置および成膜装置生

産工場新設

1,900 1,177
2018年

５月

2018年

10月
30%

㈱SCREENセミコンダク

ターソリューションズ

本社事業所

（京都市上京区）
ＳＥ

基幹業務システム更

新
1,580 1,013

2018年

１月

2019年

５月
－

 
 

３【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 180,000,000

計 180,000,000

 

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2018年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2018年11月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 50,794,866 50,794,866
東京証券取引所

（市場第一部）
単元株式数100株

計 50,794,866 50,794,866 ― ―

（注）　「提出日現在発行数」欄には、2018年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

　　　　行された株式数は含まれておりません。

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　　　　　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　　　　　該当事項はありません。

 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

 

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
 

（百万円）

資本金残高
 

（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
  残高
（百万円）

2018年７月１日～

2018年９月30日
― 50,794 ― 54,044 ― ―
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（５）【大株主の状況】

  2018年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

 日本マスタートラスト信託銀行
 株式会社　(信託口)

 東京都港区浜松町２丁目１１番３号 5,674 12.13

 日本トラスティ・サービス信託
 銀行株式会社　(信託口)

 東京都中央区晴海１丁目８－１１ 4,721 10.10

 日本生命保険相互会社  東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 1,830 3.92

 株式会社京都銀行  京都市下京区烏丸通松原上る薬師前町

 ７００

1,346 2.88

 株式会社りそな銀行  大阪市中央区備後町２丁目２－１ 912 1.95

 ＳＣＲＥＥＮ取引先持株会シン
 クロナイズ

 京都市上京区堀川通寺之内上る４丁目天

 神北町１－１

890 1.90

 株式会社滋賀銀行  滋賀県大津市浜町１番３８号 848 1.81

 株式会社三菱ＵＦＪ銀行  東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 784 1.68

 日本トラスティ・サービス信託
 銀行株式会社　(信託口５)

 東京都中央区晴海１丁目８－１１ 706 1.51

 ＳＳＢＴＣ　ＣＬＩＥＮＴ　Ｏ

 ＭＮＩＢＵＳ　ＡＣＣＯＵＮＴ

 （常任代理人　香港上海銀行東
 京支店）

 ＯＮＥ　ＬＩＮＣＯＬＮ　ＳＴＲＥＥ

 Ｔ，　ＢＯＳＴＯＮ　ＭＡ　ＵＳＡ

 ０２１１１

 （東京都中央区日本橋３丁目１１－１）

622 1.33

計 － 18,337 39.22

　（注）１　日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口)、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口)、

　　　　　　日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口５)の所有株式数は信託業務に係るものであります。

２　発行済株式（自己株式を除く。）の総数に対する所有株式数の割合は、小数点以下第３位を四捨五入してお

ります。

３　公衆の縦覧に供されている下記の大量保有報告書および変更報告書について、当社として当第２四半期会計

期間末現在における実質所有状況の確認ができないため、上記大株主の状況では考慮しておりません。

提出者（大量保有者） 報告義務発生日
報告義務発生日現在の
保有株式数（千株）

発行済株式総数に対す
る保有株式数の割合

（％）

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 2018年４月９日 2,370 4.67

三菱ＵＦＪ国際投信株式会社 2018年４月９日 772 1.52

三井住友信託銀行株式会社 2018年８月15日 2,099 4.13

　日興アセットマネジメント株式会社 2018年８月15日 1,469 2.89

アセットマネジメントＯｎｅ株式会社 2018年８月15日 1,777 3.50

　野村證券株式会社 2018年９月14日 714 1.41

　野村アセットマネジメント株式会社 2018年９月14日 3,737 7.36

 

 

EDINET提出書類

株式会社ＳＣＲＥＥＮホールディングス(E02288)

四半期報告書

 8/22



（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

2018年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　 4,037,000
― 単元株式数100株

完全議決権株式（その他） 普通株式　46,673,200 466,732 同上

単元未満株式 普通株式　　　84,666 ― 1単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 50,794,866 ― ―

総株主の議決権 ― 466,732 ―

　（注）１　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式200株(議決権2個)が含まれて

おります。

　　　　２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式85株が含まれております。

　　　　３　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、取締役等を対象とする業績連動型株式報酬制度に係る信

託が保有する当社株式105,200株が含まれております。

 

 

②【自己株式等】

2018年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数の
合計
（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式）

株式会社ＳＣＲＥＥＮ

ホールディングス

京都市上京区堀川通寺之内

上る４丁目天神北町１番地

の１

4,037,000 － 4,037,000 7.95

計 ― 4,037,000 － 4,037,000 7.95

　（注）　上記の自己保有株式のほか、取締役等を対象とする業績連動型株式報酬制度に係る信託が保有する当社株式

　105,200株を貸借対照表上、自己株式として処理しております。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2018年７月１日から2018

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2018年４月１日から2018年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2018年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 53,114 52,784

受取手形及び売掛金 ※３ 71,887 ※３ 71,580

電子記録債権 ※３ 13,519 ※３ 7,887

商品及び製品 51,303 66,184

仕掛品 44,262 48,255

原材料及び貯蔵品 10,755 14,150

その他 10,500 13,891

貸倒引当金 △587 △638

流動資産合計 254,755 274,095

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 53,307 54,255

機械装置及び運搬具 44,395 45,137

その他 34,196 38,965

減価償却累計額 △82,926 △83,622

有形固定資産合計 48,973 54,737

無形固定資産   

その他 4,953 6,939

無形固定資産合計 4,953 6,939

投資その他の資産   

投資有価証券 41,479 41,720

退職給付に係る資産 5,576 5,875

繰延税金資産 6,849 7,165

その他 3,559 3,503

貸倒引当金 △273 △275

投資その他の資産合計 57,192 57,988

固定資産合計 111,118 119,665

資産合計 365,874 393,760
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2018年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※３ 30,911 ※３ 28,774

電子記録債務 ※３ 84,199 ※３ 90,251

1年内返済予定の長期借入金 5,679 2,536

リース債務 390 412

未払法人税等 9,650 6,662

設備関係支払手形 3 1

設備関係電子記録債務 ※３ 26 ※３ 11

前受金 17,142 17,751

賞与引当金 4,204 1,330

役員賞与引当金 219 82

製品保証引当金 6,373 6,595

受注損失引当金 58 4

その他 16,649 16,121

流動負債合計 175,508 170,536

固定負債   

転換社債型新株予約権付社債 － 30,140

長期借入金 5,227 4,030

リース債務 1,858 1,691

退職給付に係る負債 856 877

役員退職慰労引当金 141 164

株式給付引当金 28 28

役員株式給付引当金 45 30

資産除去債務 56 56

その他 11,270 10,680

固定負債合計 19,484 47,700

負債合計 194,993 218,236

純資産の部   

株主資本   

資本金 54,044 54,044

資本剰余金 4,546 4,488

利益剰余金 117,358 121,800

自己株式 △18,085 △18,084

株主資本合計 157,864 162,249

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 18,427 17,496

為替換算調整勘定 △4,714 △3,743

退職給付に係る調整累計額 △738 △502

その他の包括利益累計額合計 12,974 13,250

非支配株主持分 40 24

純資産合計 170,880 175,524

負債純資産合計 365,874 393,760
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　2017年４月１日
　至　2017年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2018年４月１日
　至　2018年９月30日)

売上高 153,834 170,081

売上原価 105,321 120,509

売上総利益 48,513 49,571

販売費及び一般管理費 ※ 31,595 ※ 34,383

営業利益 16,918 15,188

営業外収益   

受取利息 26 42

受取配当金 291 280

為替差益 － 119

固定資産売却益 22 384

その他 234 338

営業外収益合計 575 1,165

営業外費用   

支払利息 302 262

為替差損 353 －

持分法による投資損失 － 56

固定資産除却損 44 350

その他 309 378

営業外費用合計 1,010 1,048

経常利益 16,482 15,306

特別利益   

投資有価証券売却益 199 444

特別利益合計 199 444

特別損失   

投資有価証券評価損 59 18

特別損失合計 59 18

税金等調整前四半期純利益 16,623 15,732

法人税等 5,957 6,148

四半期純利益 10,666 9,584

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） － △0

親会社株主に帰属する四半期純利益 10,666 9,585
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　2017年４月１日
　至　2017年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2018年４月１日
　至　2018年９月30日)

四半期純利益 10,666 9,584

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 3,840 △931

為替換算調整勘定 1,000 1,011

退職給付に係る調整額 247 235

持分法適用会社に対する持分相当額 － △44

その他の包括利益合計 5,088 271

四半期包括利益 15,754 9,856

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 15,757 9,861

非支配株主に係る四半期包括利益 △3 △5
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　2017年４月１日
　至　2017年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2018年４月１日
　至　2018年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 16,623 15,732

減価償却費 2,749 3,226

投資有価証券評価損益（△は益） 59 18

投資有価証券売却損益（△は益） △199 △444

固定資産売却損益（△は益） △22 △384

固定資産除却損 44 350

持分法による投資損益（△は益） － 56

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △58 △78

賞与引当金の増減額（△は減少） △1,963 △2,873

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △11 △137

株式給付引当金の増減額（△は減少） 12 △0

役員株式給付引当金の増減額（△は減少） 16 △14

製品保証引当金の増減額（△は減少） 218 209

受注損失引当金の増減額（△は減少） 410 △53

受取利息及び受取配当金 △318 △322

支払利息 302 262

売上債権の増減額（△は増加） 2,982 6,230

たな卸資産の増減額（△は増加） △5,334 △22,088

その他の流動資産の増減額（△は増加） 1,178 △349

仕入債務の増減額（△は減少） 6,057 2,954

その他の流動負債の増減額（△は減少） 2,444 2,271

その他 △50 △207

小計 25,141 4,356

利息及び配当金の受取額 328 316

利息の支払額 △300 △271

確定拠出年金制度への移行に伴う拠出額 △0 △1

法人税等の支払額 △6,732 △12,400

営業活動によるキャッシュ・フロー 18,437 △7,999

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の増減額（△は増加） 1,561 1,422

有形固定資産の取得による支出 △2,582 △9,970

有形固定資産の売却による収入 89 589

投資有価証券の取得による支出 △267 △2,020

投資有価証券の売却による収入 254 864

事業譲受による支出 △1,250 －

その他 △797 △2,809

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,991 △11,922

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入金の返済による支出 △2,039 △4,339

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △210 △196

転換社債型新株予約権付社債の発行による収入 － 30,059

連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得に

よる支出
△0 △98

非支配株主からの払込みによる収入 － 23

自己株式の純増減額（△は増加） △775 0

子会社の自己株式の取得による支出 △164 －

配当金の支払額 △4,063 △5,130

財務活動によるキャッシュ・フロー △7,254 20,318

現金及び現金同等物に係る換算差額 240 681

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 8,432 1,077

現金及び現金同等物の期首残高 44,922 50,817

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 53,355 ※ 51,894
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【注記事項】

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、主として当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効

果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率

を使用する方法によっております。

 

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期連結

会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の

区分に表示しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

　１ 受取手形割引高及び受取手形裏書譲渡高

連結決算日における受取手形の裏書譲渡高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度
（2018年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（2018年９月30日）

受取手形裏書譲渡高 －百万円 10百万円

 

　　　　　２　保証債務

 
前連結会計年度
（2018年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（2018年９月30日）

従業員住宅ローン 25百万円 21百万円

 

　　　　※３　四半期連結会計期間末日満期手形等

四半期連結会計期間末日満期手形、電子記録債権および電子記録債務の会計処理については、手形交換日

または決済日をもって決済処理をしております。なお、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日で

あったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形、電子記録債権および電子記録債務が四半期連結会計

期間末日残高に含まれております。

 
前連結会計年度
（2018年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（2018年９月30日）

受取手形 342百万円 310百万円

電子記録債権 207 116

支払手形 532 979

電子記録債務 9,986 22,265

設備関係電子記録債務 3 6

 

EDINET提出書類

株式会社ＳＣＲＥＥＮホールディングス(E02288)

四半期報告書

16/22



（四半期連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費の主なものは次のとおりであります。

 
　前第２四半期連結累計期間
（自 2017年４月１日
　　至 2017年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 2018年４月１日
　　至 2018年９月30日）

旅費交通費 1,403百万円 1,354百万円

荷造運賃 1,949 2,483

貸倒引当金繰入額 △2 30

役員退職慰労引当金繰入額 24 27

役員賞与引当金繰入額 70 111

賞与引当金繰入額 819 702

役員報酬 814 806

給与手当・賞与 10,853 11,094

研究費 2,145 2,543

減価償却費 1,507 1,956

退職給付費用 518 480

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のと

おりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 2017年４月１日
至 2017年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 2018年４月１日
至 2018年９月30日）

現金及び預金勘定 55,732百万円 52,784百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △2,377 △889

現金及び現金同等物 53,355 51,894

 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自2017年４月１日　至2017年９月30日）

　配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2017年６月27日

定時株主総会
普通株式 4,085 87 2017年３月31日 2017年６月28日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自2018年４月１日　至2018年９月30日）

　配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年６月26日

定時株主総会
普通株式 5,143 110 2018年３月31日 2018年６月27日 利益剰余金

（注）配当金の総額には、取締役等を対象とする株式報酬制度に係る信託が保有する当社株式105千株に対する

配当金11百万円が含まれております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　2017年４月１日　至　2017年９月30日）

　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：百万円）

 報告セグメント（注）１

その他
（注）２

合計
調整額
（注）３

四半期
連結損益
計算書
計上額
（注）４

 ＳＥ ＧＡ ＦＴ ＰＥ 計

売上高          

外部顧客への

売上高
99,817 24,742 22,867 5,762 153,190 644 153,834 － 153,834

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

0 61 18 15 96 7,001 7,097 △7,097 －

計 99,818 24,804 22,885 5,777 153,286 7,645 160,932 △7,097 153,834

セグメント利益

又は損失（△）
14,546 1,277 1,867 393 18,084 △954 17,130 △212 16,918

（注）１　半導体製造装置事業（ＳＥ）は、半導体製造装置の開発、製造、販売および保守サービスを行ってお

ります。グラフィックアーツ機器事業（ＧＡ）は、印刷関連機器の開発、製造、販売および保守サー

ビスを行っております。ディスプレー製造装置および成膜装置事業（ＦＴ）は、ディスプレー製造装

置および成膜装置の開発、製造、販売および保守サービスを行っております。プリント基板関連機器

事業（ＰＥ）は、プリント基板関連機器の開発、製造、販売および保守サービスを行っております。

　　　２　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ライフサイエンス分野等

の装置の開発・製造および販売、ソフトウエアの開発、印刷物の企画・製作等の事業を含んでおりま

す。

３　セグメント利益又は損失（△）の調整額△212百万円は、事業セグメントに配分していない当社の損

益などであります。

４　セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　2018年４月１日　至　2018年９月30日）

　１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：百万円）

 報告セグメント（注）１

その他
（注）２

合計
調整額
（注）３

四半期
連結損益
計算書
計上額
（注）４

 ＳＥ ＧＡ ＦＴ ＰＥ 計

売上高          

外部顧客への

売上高
112,881 23,842 25,419 7,169 169,313 768 170,081 － 170,081

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

0 35 － － 36 8,101 8,138 △8,138 －

計 112,882 23,878 25,419 7,169 169,349 8,870 178,219 △8,138 170,081

セグメント利益

又は損失（△）
11,608 446 2,849 1,065 15,970 △725 15,244 △56 15,188

（注）１　半導体製造装置事業（ＳＥ）は、半導体製造装置の開発、製造、販売および保守サービスを行ってお

ります。グラフィックアーツ機器事業（ＧＡ）は、印刷関連機器の開発、製造、販売および保守サー

ビスを行っております。ディスプレー製造装置および成膜装置事業（ＦＴ）は、ディスプレー製造装

置および成膜装置の開発、製造、販売および保守サービスを行っております。プリント基板関連機器

事業（ＰＥ）は、プリント基板関連機器の開発、製造、販売および保守サービスを行っております。

　　　２　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ライフサイエンス分野等

の装置の開発・製造および販売、ソフトウエアの開発、印刷物の企画・製作等の事業を含んでおりま

す。

３　セグメント利益又は損失（△）の調整額△56百万円は、事業セグメントに配分していない当社の損益

などであります。

４　セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

　２．報告セグメントの変更等に関する情報

　従来、「その他」事業に区分しておりました株式会社イー・エム・ディーについては、株式会社SCREEN

ファインテックソリューションズとの一体運営を行うため、同社傘下に組織再編いたしました。これに伴

い、第１四半期連結会計期間より、株式会社イー・エム・ディーを「ディスプレー製造装置および成膜装置

事業（ＦＴ）」に変更しております。

　また、従来「半導体機器事業」としていた報告セグメントの名称を「半導体製造装置事業」に変更してお

ります。当該変更は名称変更のみであり、セグメント情報に与える影響はありません。

　なお、前第２四半期連結累計期間のセグメント情報については、変更後の区分方法および名称により作成

しており、前第２四半期連結累計期間の「報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情

報」に記載しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、次の

とおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　2017年４月１日
至　2017年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2018年４月１日
至　2018年９月30日）

　１株当たり四半期純利益 227円20銭 205円46銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益（百万円） 10,666 9,585

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純利益（百万円）
10,666 9,585

普通株式の期中平均株式数（千株） 46,945 46,652

　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 － 198円77銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額（百

万円）
－ △6

（うち受取利息（税額相当額控除後）（百万

円））
－ （△6）

普通株式増加数（千株） － 1,537

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当
たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式
で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの
の概要

－ －

　（注）１　前第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。

　　　　２　当社は、取締役等を対象とする業績連動型株式報酬制度を導入し、当該信託に残存する当社の株式について

は、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。なお、普通株式の期中平均株式数

の計算において控除した当該自己株式の期中平均株式数は、前第２四半期連結累計期間17千株、当第２四半

期連結累計期間105千株であります。

 

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

   2018年11月12日

株式会社SCREENホールディングス

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 池　田　芳　則　㊞

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 溝　　　静　太　㊞

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 龍　田　佳　典　㊞

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社SCREEN

ホールディングスの2018年４月１日から2019年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2018年７月１日

から2018年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2018年４月１日から2018年９月30日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表

を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠

して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社SCREENホールディングス及び連結子会社の2018年９月30日

現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に

表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１ 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。
２ XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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